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－日本タイ協会での講演（2015年10月20日）から－

特別レポート
フィデアグループの
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　ご紹介いただきました里村です。日本タイ協会の北

山会長とは大学時代の同級生で、吉田理事長は以前か

らいろいろとご指導いただいた大先輩です。今般、吉

田理事長から講演の依頼をいただきお引き受けさせて

いただきました。

　まず、フィデアという名前ですが、ラテン語でfides

は信頼という意味で、英語のConfidenceの中に含まれ

ています。それにAllianceのaを加えて、信頼の絆、信

頼の輪という意味でFIDEAと命名しました。６年前の

2009年10月１日に東北の２つの地方銀行の持株会社と

して設立、現在７年目に入っています。特にアジアで

は、Financial Ideaの短縮形だと説明しますと納得して

いただけます。

　今日、お話する内容は、①フィデアグループの概要、

②グローバル戦略、③AEC＋３との関係です。３とは

中国、韓国、日本を指します。本年12月のAECの設立

に向けて、我々アジアの民間金融機関間でも連携を深

めていく動きがありますので、その紹介をいたします。

また、タイとは、地方創生と深い関係がありますので、

④タイに関係する地方銀行の役割についてお話をした

いと思います。後半は私どもの理事の鈴木から話をさ

せていただきます。1997年、アジア通貨危機が起きた

時に富士銀行バンコク支店の初代支店長だったことか

ら、当時を振り返りながら現状の報告をいたします。

フィデアグループの概要
　グループ傘下の銀行である北都銀行は秋田県、荘内

銀行は山形県を主たる営業基盤とし、加えて宮城県、

福島県、東京にも支店があります。持株会社の本社は

仙台市に置いています。私たちは「オープンプラット

フォーム」と言って、「経営ビジョンを共有できるので

あれば、どの銀行でも是非参加してください」という

統合形態をとっています。両行頭取の仕事と持株会社

社長の仕事は、重ならないように運営しています。こ

れからお話申し上げます海外金融機関との直接提携な

どは、持株会社の仕事になります。

　この「オープンプラットフォーム」という言葉は、

銀行を下から支える専門家の集積地という意味に捉え

ています。持株会社の上に銀行があって、その先にお

客様がいらっしゃるわけで、そのようなグループ構造

にしています。持株会社の主要業務は、銀行の活動を

支えることにあります。事業を定義するときに、「あな

たの顧客は誰ですか？」の問いに答える方法があると、

昔、学んだことがありますが、「フィデアホールディン

グスの顧客は誰か？」との問いには、「傘下の銀行です」

と答えています。つまり２つの銀行は私のお客様だと

いう考え方です。

フィデアのグローバル戦略
　タイのカシコン銀行とは2010年８月に提携しました。

バントゥーンCEOとは古くからの友人です。カシコン

銀行とフィデアグループは、共通の戦略、考え方を持っ

ているように思います。お互いの戦略の柱のひとつは、

地域との連携（Regional Connectivity）です。私たち

は、東北一円を県境を跨ぐひとつの地域として、地域

の発展につなげていく戦略を採り、カシコン銀行もタ

イ国内のみならず、カンボジア、ラオス、ミャンマー、

べトナム等のアセアン諸国の金融機関との連携

（Connectivity）を軸にアジア地域の発展に貢献しよう

としています。

　フィデアにとって、各国の金融機関との提携の仕方

は４種類あります。①直接提携、②バンコク宣言参加

行との提携、③決済業務に係る提携、④JBICを通じた

提携です。タイについて申し上げれば、カシコン銀行

に加えてBOI（タイ投資委員会）と直接提携をしてい

ます。BOIとの提携の時は、先般、長官になられたヒ

ランヤーさんが仙台までお越しくださり、友好の会を

開きました。また昨年には、北都銀行は秋田県と共同
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でバンコク駐在員事務所を置きました。県自体が地域

の振興のために、アジアの国々との関係を一層深めた

いとの強いお考えを持っています。

　提携戦略を遂行する際、出来る限り先方のトップで

あるCEOに直接お会いして、いろいろな意見交換をし

ながら業務協力協定（MOU）を締結する方式を重んじ

ています。現在、提携をしている金融機関の中で、直

接提携は９つですが、MOUに単にサインするのではな

くて、何か地方創生に役立つような具体的なプロジェ

クトがあった時に改めてMOUを含めて提携しようと

相談している金融機関もあります。

提携戦略推進の考え方
　提携戦略推進の考え方について触れたいと思います。

私たちは、メガバンクの国際業務を後追いをするので

はなく、むしろ、地銀のグローバル化モデルを新しく

作ろうという気持ちです。いくつかの理由があります

が、例えば、海外支店の設立には、自己資本比率規制

への対応も含めて国際基準行に変わらなければならず、

資本コストは非常に高くなること、また上海支店や

ニューヨーク支店を開いても、海外勤務者の育成には

時間がかかるなどです。

　では、なぜ地銀のグローバル化モデルを作っていこ

うとしているかと言うと、ひとえにお客様の海外進出

に向けた大きな動きです。東北では、地域の人口減少

や経済がなかなかデフレから脱却しなかった状況下、

活路を求めて多くのお客様がタイや中国に進出されて

います。インドネシアやベトナムに進出しているケー

スもあります。そういうお客様がアジアに進出する時、

メガバンクの基準ですと規模が小さすぎてきめ細かい

サービスを提供していただけないのが実情です。それ

は私たちにとっては非常に大きなビジネスチャンスで、

自分たちが海外金融機関とのネットワークを作れば、

その延長線上でお客様にサービスを提供できるという

考え方です。

　フィデア設立時に銀行業からサービス業に変わると

の宣言をしました。金融情報サービス業と呼んでいま

すが、これから銀行が生き残っていくためには、単な

る銀行業ではなくて、金融あるいは情報のサービス業

に変わっていく（Transform）、このことを経営の一つ

の柱にしており、アジアの金融機関との提携もそのよ

うな考え方に基づいています。

　自ずから、提携した銀行の間には暗黙の了解があり

ます。例えばタイの例でいいますと、互いに経営内容

の良いお客様を厳選して紹介することです。つまり、

顧客の選択（Finding）について双方できちんと責任を

持つということです。このことは、東北のお客様にとっ

て非常に安心できることだと思います。

　地方にあっては、このFindingの機能をメガバンクは

持っているとは必ずしも言い切れないと思います。そ

こはむしろ地域銀行の一番大事で優位なところだと考

えています。

タイとの提携の事例
　タイの大手銀行の中でカシコン銀行は特にリテール

業務に力を入れている銀行で、フィデアの業務戦略と

合致するところがあります。トレーニーの派遣、秋田

2015年２月にタイ北部ナーンで開催されたシリントーン
王女の誕生祝賀会で打ち上げられた大曲の花火　　　　
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県知事のミッションと商談会開催、バンコク駐在員事

務所開設など多分野にわたりお手伝いを賜り、また山

形県知事のミッション、商談会でもご支援をいただい

ています。先程申し上げましたバンコク宣言の枠組み

にも参加させていただきました。

　カシコン銀行とのご縁から、今年２月、タイ北部ナー

ンで開催されたシリントーン王女の60歳の誕生祝賀会

では、大曲の花火の参加という栄誉をいただきました。

この事は、タイの方々に秋田を知っていただくよい機

会になったと思います。

　それから、３月に第３回国連防災世界会議が仙台で

開かれました。潘基文国連事務総長はじめ安倍首相も

参加された中、民間のパブリックフォーラムをフィデ

ア主催で開く機会を得ました。元国連事務次長の明石

康様は秋田県のご出身で、ご厚意に甘えてこのフォー

ラムのファシリテーターをしていただきました。東日

本大震災が起きた2011年秋にはタイで大洪水が発生し

ました。カシコン銀行バントゥーンCEOから当時を振

り返り、金融決済システムの維持など災害発生時の金

融機関の責任についてスピーチをしていただきました。

AEC＋３枠組み構築へ参画
　いよいよこの12月にAEC設立の運びとなりますが、

この動きをにらんで、去年11月にカシコン銀行を中心

に組織された“アジア金融機関版バンコク宣言”と呼

ばれるASEAN諸国に中国、韓国、日本を加えた民間

金融機関の業務協力のネットワーク、「ASEAN＋３」

の枠組みにフィデアグループも参加いたしました。

ネットワークのキーワードは、地域連携（Regional 

Connectivity）です。タイに加えてミャンマー、カン

ボジア、ラオス、マレーシア、インドネシア、ベトナ

ム、フィリピンの８か国からも参加しており、フィデ

アはこれらの銀行とも友好的な協力関係を築くことが

出来ました。

　今年９月には、カシコン銀行バントゥーンCEO 

がリーダーとなって開催された TAKSILA ASEAN 

Banking Forumにも参加する機会を得ました。1997年

のタイ通貨危機当時、大蔵大臣であったTarrin氏、中

央銀行総裁であったM.R. Chatu Mongkol氏、現在、

TMBのCEOでタイ銀行協会会長をしておられます

Boontuck氏の３氏からの講演もありました。およそ20

年前に起きた未曽有の金融危機に際し、タイの各銀行

が毀損した資本の回復や経営健全化への道を必死に

なって歩んできた歴史を学ぶ貴重な機会になりました。

これもバンコク宣言参加行ということで呼んでいただ

いたものです。

地方創生とアジア諸国との密接な関係
　地方創生には、よく「アジアの需要を地域に取り込

む」ことが大切であると言われています。先ず、アジ

アの皆様に買っていただける、特に農産物をどうやっ

て輸出していくかということがあります。これは「言

うは易く、行うは難し」です。例えば山形県名産の 

ラ・フランスとさくらんぼなど果実については、いか

に鮮度を保つかということや、すでにタイなどに進出

しているアメリカンチェリーとの競合が課題になるで

しょう。それから、タイからの観光客が東北に訪れる

人数は、全体の割合が低い水準に留まっています。ど

うしたらタイの方にたくさん来ていただけるのか、ア

イデアを含めていろいろ工夫をこらさなければなりま

せん。地方創生を考えるとアグリ関連の輸出およびイ

ンバウンド誘致の２つはしっかりとやっていかなくて

はいけないと思っています。

　農業関係の輸出については、両県の知事が非常に熱

心に取り組んでおられ、フィデアグループとしても全

面的に両県と連携を図り、タイなどへの輸出振興に努

力しているところです。最近では秋田牛という非常に

おいしい肉をタイに輸出しようという活動もしていま

す。また、山形のさくらんぼの輸出にも力を入れてい

るところです。

　インバウンドの観光ですが、仙台空港の民営化に伴

い、バンコクと仙台間の直行便の復活を期待している

ところです。タイでは雪やスキーに興味を持たれる

方々も多くいらっしゃいますが、東北に雪が降ること

やスキー場があることが、まだ広く知られていません

ので、宣伝やその他の活動も活発化していく必要があ

ると考えます。

　ミッション、交流会をどのように実施しているかを

簡単に申しますと、カシコン銀行が手配してくれた広

い部屋にブースをいくつか作って、Sellerである日本の
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企業とBuyerであるタイの企業とのマッチングをしま

す。日本から商品を持ってきて、タイの方々はそれを見

ながら商談を行います。商談会の場で１日に６件くら

い成約したことがあり、このようなビジネスがだんだ

ん盛んになっていくのではないかと期待をしています。

◆ ◆ ◆ ◆ ◆

フィデアホールディングス株式会社

理事　鈴　木　布佐人
　リレー講演というわけではないのですが、私からは、

秋田県、山形県の企業の進出について報告いたします。

タイの投資環境の変化への対応
　タイの投資環境の変化として労賃の上昇、労働力不

足が挙げられます。労働人口の減少局面に入り、高齢

化も東南アジアでは一番進行していると言われていま

す。継続した労賃の上昇は、かつての“チャイナ+ one”と

同じ連想で、タイから他の国に移転する、あるいは他

国にもう一つ拠点を作るといった“タイ+ one”の検討に

結びつきますが、実際には秋田県、山形県においては、ま

だ目立った動きには至っていないように感じています。

　その理由の一つに一般的な課題ですが海外に派遣す

る人材不足の問題があります。一度タイに拠点を作っ

た場合に、情勢変化に対応して別の地域に新たに拠点

を作ったり移転するのは容易ではありません。二つ目

は、最近進出した所謂エマージングマーケットにおい

て、賃金が比較的上昇した水準でのフィージビリティ・

スタディ等を行っていますので、現状の水準であれば

まだ耐えられるということです。従いまして、主体的

に自分から環境の変化に応じて動いていくにはまだ少

し早いが、納入先などの動向次第という状況にあると

考えています。

　更に、今後のAECの動き、メコン経済圏の進展状況

によってはお客様の動きが大きく変わることも想定で

きます。1993年のAFTA発足以来、20年以上経ってい

ることから、先発ASEAN諸国間の関税はほぼ撤廃さ

れている状況です。秋田県、山形県のお客様も既にタ

イとインドネシアあるいはタイとベトナム間でも新し

く戦略的な商流を構築する動きをしています。今後は、

東西・南北回廊等が完成するなどAECの進展に沿って、

ヒト・モノ・スキルが自由に域内を移動することにな

ると、新しいビジネスチャンスが生まれてくる可能性

が大きくなっていくと思います。新しいAECのカタチ

が出来ていく時、提携先であるカシコン銀行やバンコ

ク宣言参加銀行、ラオス、カンボジアなどの金融機関

からいろいろご支援をいただき、地域のお客様のニー

ズに応えお役に立っていきたいと思います。

東北地域のタイに対する期待の高まり
　タイへの期待としては、製造基地に加え、消費地と

しての期待が膨らんでいることが挙げられます。私は、

“製造基地に加え”という点に思いを入れています。中

国マーケットは、従来の世界の工場としての製造基地

から、最近では消費地に変わってきました。一方、

Greater Mekong Sub-region（GMS）といったAECプ

ラスの大きな流れがこれから起こってくることを考え

ますと、タイは、製造基地として引き続き大きな魅力

があり、加えて消費地としても期待できるという、両

面での期待につながるものです。今後、タイでのサー

ビス産業にも期待が持てます。サービス産業の一例と

して日本食レストラン向け関連の食材や日本酒の輸出

を検討している案件がいくつかあります。これから、

タイは所得が向上してきた消費マーケットとして、多

面的なビジネスチャンスの可能性があると思います。

　また、タイでは大きな洪水被害の発生や軍事クーデ

ターが起こりましたが、それを理由にタイから撤退する

という動きは特にありませんでした。これはタイ社会の

安定あるいは外資の導入に対する一貫した方針がタイ

マーケットに対する信頼になっていると思います。この

点が他の先発ASEAN諸国と大きく違うという認識です。

タイで開催されたシリントーン王女の誕生祝賀会にて　
花火を打ち上げた大曲の花火協同組合のみなさん （後列）




